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太陽光利用による省化石資源の可能性太陽光利用による省化石資源の可能性

教員：教員： 髙橋髙橋 淳淳 教授教授
ＴＴ Ａ：Ａ： 川島知也（Ｍ１）、後藤壮滋（Ｍ１）川島知也（Ｍ１）、後藤壮滋（Ｍ１）

初回集合は初回集合は55月月1313日（金）午後１時髙橋教授室日（金）午後１時髙橋教授室

実施内容実施内容

①① エネルギーバランスと資源セキュリティー問題の理解エネルギーバランスと資源セキュリティー問題の理解

②② 太陽エネルギー量、利用可能量、利用技術・コストの調査太陽エネルギー量、利用可能量、利用技術・コストの調査

③③ 産業部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言産業部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言

④④ 運輸部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言運輸部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言

⑤⑤ 民生部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言民生部門での太陽エネルギー活用の可能性検討・提言

※※ 学生提案テーマ４への対応を希望する場合は内容を調整する学生提案テーマ４への対応を希望する場合は内容を調整する
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OECD 1154 million 4.67 toe/capita 3.25 toe/capita

Non-OECD 5114 million 1.04 toe/capita 0.69 toe/capita

省化石資源の視点から設定される中長期的ターゲット
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日本の運輸部門におけるエネルギー消費量の推移
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（EDMCエネルギー・経済統計要覧2011等のデータより著者作成）
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エネルギー消費量内訳(‘06)
(日本の運輸部門)

なぜPHEVか？
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自動車

現状ではEVは小さい自動車に限定される。

PHEVはほぼすべての自動車に適用可能。

0%
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鉄道 海運

航空 普通自動車

貨物自動車 バス

即効的対策技術はPHEVではないか
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軽PHEVのエネルギー消費構造

二次電池を除く重量 : 850kg
一日の平均走行距離 : 25.4km 
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Mitsubishi  iMiEV

総重量 = 1100 kg
価格 = 4.6M JPY

(50,000 USD)
充電 100 160 k

HEV

現状PHEV

最適PHEV
BEV
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二次電池容量（kWh）

 PHEVには車体重量と平均走行距離で決まる最適二次電池容量がある。

 最適二次電池容量にすると、車両が高価になり普及しない。

 普及のため二次電池容量を減らすと、省エネ効果が小さい。

一充電 =100‐160 km
二次電池 = 16 kWh

(2.3M JPY)  

完全にEV・PHEV化された場合の消費電力量は日本の年間総発電量の何％？

2006発電電力量 1010kWh
合計 115.5  
火力 75.5
水力 9.7水力

原子力 30.3

電気エネルギー消費量 1010kWh
交通部門 19.5 
乗用車 11.2 
トラック 7.9
バス 0.4

EVに必要
な電力

 交通部門全体では約17%
 乗用車のみでは約10%
 すべての自動車をEV化しても新たな

発電所を作る必要はない（米国以外）

 しかし（車載内燃機関の1/3とはいえ）
化石資源を消費することには変わりない
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WtW分析比較 (ガソリン車=1)

電気自動車の効率向上の可能性（電源による違い）
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乗用PHEVのCO2排出構造

二次電池を除く重量 : 1380kg
一日の平均走行距離 : 30km 
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カタログ燃費換算
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日本 27 km/日 6 kWh

欧州 39 km/日 9 kWh

米国 52 km/日 12 kWh

途上国 63 km/日 15 kWh

平均走行距離に合わせた最適容量の二
次電池(60～150万円)搭載が環境問題解
決には望ましいが、経済的負担が大きく
普及しない

↓

130g-CO2/km
EU2015目標

95g-CO2/km
EU2020目標
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 太陽光発電とPHEVの組合せによるCO2削減効果は顕著

 ３平米の太陽光パネルで毎日２ｋWｈ発電するので、実現の可能性は大

 この効果を発現させるためにも最適二次電池容量の搭載が不可欠

↓
最適二次電池容量は車体総重量にも比
例するので、車体軽量化によりPHEV価格
が下がり、普及が促進される
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二次電池を除く重量 : 1380kg
一日の平均走行距離 : 30km 

2020年時点での乗用PHEVの軽量化効果
（二次電池価格が低下しても車体軽量化が有効な理由）
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経済的にも良く
レアメタルも節約

(kg)
車体＋
エンジン

モーター 電池 計

iMiEV 750 190 160 1100

軽PHEV 700 150 30 880

軽PHEVでのレアメタル削減例
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 量産PHEVをCFRTPにより超軽量化することで最適二次電池容量が減り・・・
 最適効率のPHEVが購入可能範囲となり、脱石油とCO2削減に大きく寄与する

 充電時間が短縮化でき、高圧充電設備も不要となる

 充電用太陽光発電設備が小さくでき、太陽光利用でさらなるCO2削減が期待できる

 レアメタルの使用量を大幅に減らし、PHEVの安定供給に寄与する

超軽量
軽PHEV

280 60 10 350

現状（平均重量1380kg、年産20万台*1）
*1) 800台/日＝50台/時間＝型占有時間1分

熱硬化性CFRP
超軽量 ◎
部品数削減 ◎
成形速度 ×

コンセプトカー（重量1/3、年産？台）
By 熱硬化性CFRPによる一体成形

省エネ対策
温暖化対策

EV化

プロジェクトにおける車体軽量化の考え方

CFRTP
熱可塑性CFRP 可能性

 超軽量性 ◎
 成形速度 ○ ←新規開発要素
 トータルコスト ○ ←新規開発要素
 リサイクル ◎ ←新規開発要素
 信頼性 ○ ←新規開発要素

コスト ×
リサイクル ×
信頼性 ？

プロジェクトの目標（30%軽量化、年産20万台）
By 熱可塑性CFRPによる部材置換成形

年産5000万台
=20万台×250

シート or テープ状中間基材による部材置換
 高速プレス成形と好相性 → 早期普及
 自動車以外への展開 → 技術の波及
 技術優位性の確保 → 産業競争力

 省エネ・温暖化対策としての即効性高／EU廃棄物指令（埋立禁止）にも対応可能
 EV等エコカーの低コスト化・普及に寄与／レアメタル使用量削減、充電時間短縮etc.
 60%軽量車（異方性活用、一体成形、年産20万台）の基盤

日本で脱石油関連技術を開発する必要性

 日本の一次エネルギー（2007年度）

 石油48%、石炭21%、天然ガス17%、原子力10%、水力・地熱3%、新エネ1%
 年間の原油輸入量2.4億kL×58円/L（90$/bbl）＝14兆円

 10年前に比べて輸入量は減っていながら、10兆円以上も毎年余分に支払っている

 参考：国家予算中、所得税16兆円、法人税11兆円、消費税10兆円と同レベル

 自動車で使用する石油は年間1億kL＝6兆円

 ガソリン税（乗用車1台平均年間6万円）とほぼ同額を外国に支払っている

 乗用車1台が生涯で余分に支払う60万円を国内新産業に投資できないか

 日本のPHEV（1 5t 年間走行1万km）で必要となる二次電池6kWh≒60万円 日本のPHEV（1.5t、年間走行1万km）で必要となる二次電池6kWh≒60万円

 この投資で、生涯電気代が13万円増え、生涯ガソリン代130万円がほぼゼロになる

 日本のPHEV、EV （1.5t、年間走行1万km）充電用PVパネル５平米≒60万円

 この投資で生涯電気代もゼロになる（電気を作るときのCO2排出も極めて小さくなる）

 CFRP 300kg（乗用車を40～50%軽量化）≒60万円？

 この投資で、上記の二次電池やPVパネルへの投資額が約半分になり、効果は増大
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OECD 1154 million 4.67 toe/capita 3.25 toe/capita

Non-OECD 5114 million 1.04 toe/capita 0.69 toe/capita

太陽エネルギーは世界の化石エネ
ルギー使用量の１万倍。

乗り物はまず電化し 将来的には

省化石資源の視点から設定される中長期的ターゲット
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